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　戦後商法の出発と変遷の過程を、戦後経済との関係において跡づけ、その歴史的・経済的意
義・機能を明らかにするという目的の下に、（1）戦後経済復興と昭和20年代商法改正（運営機
構の合理化・近代化）、（2）高度経済成長と昭和30年代商法改正（会計規定の近代化）、（3）資
本自由化と昭和40年代商法改正（外資対策の構築、企業の非行防止）、（4）安定成長と昭和50
年代商法改正（企業の自主的監視機能の強化）という時期区分を基礎に、本研究を実施した。
　戦後経済過程については、戦後経済史に関連する体系書、論文等の裡論的諸文献はもちろん、
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各種官庁資料・統計、各業界（団体）刊行の調査資料等実態を示す資料の収集・分析に努めた。
各時期にっいていえば、上記（1）の時期では、GHQの占領政策、財閥解体の進展に、（2）の時
期では、企業の資金調達行動に、（3）の時期では、資本自由化・外資対策の進展に、（4）の時期
では、企業の粉飾決算、土地投機、環境汚染等相次ぐ企業の非行の顕在化と国民の批判の高ま
りに、各注目し、その実態を示す資料（たとえば、GHQ／SCAP文書、大蔵省財政史室「昭和
財政史」、新井清光編「日本会計・監査規範形成史料」、大蔵省吉田富士雄「資本自由化と外資
法」等）の収集・分析に重点を置いた。
　他方、商法の改正過程については、戦後商法改正に関する立法担当者・学者・実務家等によ
る解説書・論説等はもちろん、各種業界団体等による立法意見書、これを受けて行われる法制
審議会、とくにその商法部会・小委員会の議事録・答申書、これを基に行われる政府法案の作
成過程を示す関係官庁資料、さらに法案を審議する国会の議事録（とくに法務委員会・小委員
会議事録）等の収集・分析に努めた。とくに、法務省民事局による改正試案の公表、これに対
する経済団体における改正意見の形成・取り纏め、これを受けて行われる法制審議会・商法部
会における改正要綱の作成、この答申を基礎に関係官庁（主に法務省民事局）・政府与党にお
ける政府提出法案の作成、国会における法案の審議・成立の全過程を通じる、各種経済団体、
関係官庁、政府与党、立法担当学者との緊密な協力関係がわが国では顕著であり、そのことを
示す史料が重要である。
　これら資料の分析・整理のまとめとして、まず戦後商法改正史年表の作成を行った。その上
で、目下はこれら諸資料の分析・整理に追われている。なにぶん関係資料、とりわけGHQ／
SCAP文書、各種議事録の分量は膨大であり、その分析・整理にはなお時間が必要である。
　今後は、鋭意作業を進め可及的速やかに執筆の構想を立て、成果を一書に纏める予定である。
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